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集合物の理論と特別法
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1　序説

　1　民法は有体物主義をとり（85条），個々

の有体物の上に物権が成立するという原則をとっ

ている（一物一権主義）。したがって，この原

則を維持する限り，物の集合の上に単一の物権

は成立しえないことになる。

　けれども，現代の取引社会では，複数の有体

物が有機的に結合することによって，独自の経

済的統一体が形成されていることが多く，それ

は一つの独立した経済的価値を有している。も

し，この統一体からその構成要素たる個々の有

体物を分離してしまうと，集合体の持つ価値が

崩壊し，経済的に好ましくない結果が生じる可

能性がある。それゆえ，このような統一体が存

在するときには，その構成要素たる個々の有体

物の独立した処分を制限し，集合を一体的に扱

う必要が生じるのであるが，この要請に応じる

法的規律が，結局，集合体を一つの物権の客体

として容認するという処理である。

　しかし，民法のとる一物一権主義との関係か

らこのような処理を解釈論上採用することは困

難であり，そのような処理のためには特別法の

制定が必要になってくる。集合の一体的処理の

要請に応じた特別法の代表例としては，工場抵

当法が挙げられる。そこでは，工場を構成する

複数の様々な物が工場財団という一つの不動産

として扱われ，個々の物の独立した処分が制限

されている。

　ただ，物の集合を一体として扱う法的規律を

導入するとしても，常に注意しなければならな

いことは，集合の一体的処理の要請と集合を構

成する個々の物の独立性をどのように調整する

のか，という点である。集合の一体的処理を徹

底するのであれば，個々の物の処分を禁止する

ために，その独立性を完全に否定し，その上に

は権利は成立しないという立場をとることにな

るだろう。しかし，現実には個々の物の独立し

た処分を認める経済的必要も存在し，これに応

じるためには，個々の物の上にも権利が成立し

ているという構成をとらざるをえず，そのこと

は集合の一体的処理に対して譲歩を迫る。なぜ

なら，個物の処分は集合の構成要素の分解を意

味し，これは集合自体を崩すことになるからで

ある。このように，集合を一体的に処理しよう

とするときでも，個々の物の独立的処理の要請

に対して一体的処理の要請をどこまで譲歩させ

るのか，両者の調整点をどこに求めるのか，と

いう問題を度外視してはならないのである。

　2　ところが，従来の我国の学説は，この集

合の一体化と個々の物の独立性の調整という問

題を十分に検討してこなかった傾向にある。た

とえば，かつて，我妻博士は，有機的結合関係

にある物の集合の一体的処理の要請に鑑み，こ

の集合は集合物として一個の所有権の客体にな
　　　　　　　　　　　　　りりうるという解釈論を展開した。この際，博士

も個々の物の独立性の要請を考慮し，それらが
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集合から独立した法的運命に置かれうることを

容認している。けれども，そこにおいて我妻博

士は，集合物を構成する個々の物の独立した処

分が，集合物自体を利用する権能の中から当然
　　　　　　　　　　　　2）
に導かれる，と考えている。そして，あたかも，・

集合物の上に一つの物権が成立することを認め

ることによって，これを構成する個々の物を独

立して処分することが当然に可能になるものと

捉えているのである。しかし，前述のように，

集合を構成する個々の物の独立した処分を容認

することは，集合の一体化の要請に譲歩を迫り，

両者は完全な形では両立しうるものではない。

すなわち，個々の物の上の権利ないしその処分

の容認は，集合の上の権利を弱体化させるので

あり，逆に集合上の権利を強めれば，個々の物

の独立性をそれだけ制限せざるをえないのであ

る。

　この我妻理論の問題点は，いわゆる流動動産

譲渡担保の法的構成の問題に如実に反映されて

いる。流動動産譲渡担保では，構成要素の変動

する在庫商品が担保の客体になっているが，そ

こでも我妻博士は，商品の集合全体に一つの権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
利が成立するという構成を採用している。この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
見解はその後の学説によって集合物論と称され，
　　　　　　　　　　　　　　5）
最高裁の判例もこれを支持した。しかし，流動

動産譲渡担保において特に要請されるのは，個々

の動産の流動性，つまり譲渡担保設定者による

個々の動産の独立した処分である。したがって，

この場面では，物の集合の一体的処理の要請が
　　　　　　　　　　　　　　　　6）
基本的には存しないにもかかわらず，我妻説に

代表される多くの見解は，この場面でも複数の

動産を一個の権利客体として捉え，これによっ

て流動性が法的に基礎付けられると考えている
　　　りのである。このような事態は，結局，集合の一

体化と個物の独立性が当然に両立しうるがごと

き観を与える我妻理論に起因するものではない
　　　8）
だろうか。

　3　そこで，本稿においては以上のような問

題意識の下に，我妻博士の集合物論の問題点を

洗い出し，有体物の集合を一個の権利客体とし

て捉えることの持つ本来の意味を明らかにし，

同時に，集合を一つの権利客体とするために真

に検討されなければならない諸問題を明確にし
　のたい。さらに，現在においても，我国には集合

を一つの権利客体とする特別の法制度が存在し

1）我妻栄「集合動産の譲渡担保に関するエルトマ

ソの提案」『民法研究IV』（昭和42年）141頁以下

（初出は法協48巻4号，昭和5年）。

2）我妻・前掲注1）188頁。

3）我妻『新訂担保物権法』（昭和43年）664頁。

4）米倉明『譲渡担保の研究』（昭和51年）113頁以

下参照。

5）二三昭和54年2月15日（二二33巻1号51頁），最

判昭和62年11月10日（民集41巻8号1559頁）。

6）私は，流動動産譲渡担保においては個々の動産

が権利客体になるという立場をとっているが，そ

の決定的理由がこの点である。拙稿「『流動動産

譲渡担保』に関する理論的考察（一）（二・完）」

法学論叢133巻2号16頁以下，6号51頁以下（平

成5年）参照。

　ただ，このことによって，私は有機的結合関係

にある物の集合を一つの権利客体として捉える必

要性，試みを否定するわけではない。そもそも，

在庫商品等の流動動産はこのような物の集合には

属さないと主張するのである。

7）たとえば，鈴木七二「譲渡担保」『経営法学全集

9』（昭和41年）230頁，川井健『担保物権法』

（昭和50年）251頁，近江幸治『担保物権法［新

版］』（平成4年）299頁，高木多喜男『担保物権

法［新版］』（平成5年）358頁など。

8）ただ，集合物を観念的な存在として徹底し，集

合物上の権利が個々の動産を拘束しない，という

ことにすれば，そもそも，個々の物の独立性との

調整という問題も生じないかもしれない。流動動

産譲渡担保との関係で，集合物概念をこのように

考える学説もある（道垣内弘人『担保物権法』

（平成2年）280頁）。しかし，物の集合の一体的

支配のために，これを一つの権利客体・物とする

場合には，個々の物の独立性との調整を検討しな

ければならないのである。

9）既に私は流動動産譲渡担保に関連してこの点を

検討しているが（前掲注6）論文），そこでの検

討は，流動動産譲渡担保がいわゆる集合物の問題

の外にあるという点を示すために必要な範囲に留

めていた。本稿では，有機的結合関係にある物の

集合を一つの権利客体とする際に生じる問題につ

いて正面から検討を加えることにする。
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ているが，右にいう諸問題がこれらの制度では

どのように処理されているのかも簡単に分析し

てみたい。

　以下ではまず，我妻博士の理論の問題点を抽

出し，物の集合を一個の権利客体にする処理の

意味，そのためにはいかなる具体的措置・要件

が必要となるのか，という点を検討する。この

際，我妻理論に影響を与えたヨーゼフ・コーラー
　　　　　　　　　　　　　　　ユの
（Josef　Kohler）の見解を参照する。次に，か

くして明らかにした集合物の問題が，特別法に

おいてどのように処理されているのかを検討す

るが，そこでは，集合物に関わる代表的な制度

と思われる，工場抵当法，企業担保法を検討の

対象にしたい。また，民法の主物・従物の制度

も機能的結合関係にある物の集合の一体的処理

に関わる制度であるため，この制度についても

若干の検討を加えておく。なお，本稿において

は比較法的素材としてドイツでの議論を簡単に

参照することにする。その理由は，第一に，ド

イツでは物権の客体に関して有体物主義がとら

れていて（ドイツ民法90条），集合物の問題に

関する基本的前提が日本と一致していること，

第二に，特に主物・従物の制度の問題に関して，

主物・従物という物の分類はドイツ民法から取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユリり入れられたものであるということ，である。

H　集合物の論理

1．我妻理論の問題

　我妻博士が，個々の物の処分権能を集合物上

の利用権の一部として位置付けたことには，後

10）この分野の我妻博士の理論がコーラーの見解か

　ら影響を受けていることは，我妻博士の諸論稿か

　ら窺える。たとえば，『近代法における債権の優

　越的地位〔SE版〕』（昭和61年）79～84頁や，

　「抵当権と従物の関係について」『民法研究IV』27

　頁以下（初出は法学協会五十周年記念論文集第二

　部，昭和8年）等。

11）『法典調査会・民法主査会議事速記録六巻』44

　丁半，我妻・前掲注3）259頁，湯浅道雄「抵当権

　の効力の及ぶ範囲」『民法講座3』（昭和59年）62

　頁参照。

述のように，コーラーが，物所有権を有しない

用益権者が目的物の処分権能を有する法律関係

が存することを力説したことがかなりの影響を

与えている。それゆえ，まず，我妻理論を検討

する前に，このコーラーの見解を概観すること

にしたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
（1）コーラーの処分用益権の理論

　①コーラーは，各国の法制を検討したうえ

で，用益権関係においては，目的物の所有権は

変動せずに権利者は物を使用できるにすぎない

場合と，目的物の所有権が権利者に移転し，権
　　　　　　　　　　　　　　　　　
利者は物を処分できる場合のほかに，権利者は

所有権を有しないにもかかわらず，補充の義務

を負担するという留保付きで目的物を処分でき

る場合があることを主張する。このような場合

に成立している権利を，コーラーは処分用益権
　　　　　　　　　　　　　　　エの（DispositionsnieBbrauch）と呼ぶ。

　コーラーは，この処分用益権が問題となる諸

事例を挙げて，それぞれについて検討を加えて

いるが，集合物の問題を検討する際に最も参考

になるのは，家畜の群れ（Herde），商店（Han－

delsgesch　ft）の上に用益権が設定される場
エ　

合だろう。これらの保持者がそれを他人に利用

させる場合，利用者にとって，単に客体を物理

的に使用するだけでは経済的目的が達成されな

い。その理由はこうである。家畜の群れの経済

的利用は牧畜業の経営を意味するが，その際，

利用者は個々の家畜を消費あるいは他人に譲渡

12）集合物の問題に関わるコーラーの主たる論文と

　しては，Der　DispositionsnieBbrauch，Jher－
　Jb．24（1886），187ff；　Zur　Lehre　von　den　Perti－

　nenzen，JherJb．26　（1888），9　ff；　Das　VermOgen

　als　sachenrechtliche　Einheit　，　ArchBUrgR

　22（1903），1ffという三つを挙げることができる

　が，ここでは特に一番目の論文を重点的に参照す

　る。

13）これは準用益権（Quasiususfrukt）と呼ばれて

　いる。Vgl，Kohler，DispositionsnieBbrauch，

　JherJb．24，188．

14）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），191．

15）Kohler，a．a．0．（Anm．13），22ユ．248．
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他方で新たな家畜を補充するという過程を通じ
　　　　　　　　　　　　　の
て，牧畜の営業が可能となる。また，商店の経

済的利用は商店の経営を意味するが，商店の中

にある商品を販売し，代わりの商品を補充する

ということができなければ，商店の経営は不可
　　　　の
能になる。

　したがって，これらの場合においては，利用

者には，本来的な利用権能のほかに物の処分権

能が与えられるべきであるが，その際に利用者

が有する権利を処分権つきの用益権，すなわち
　　　　　　　　　　　　　　　処分用益権と捉えることができる，とする。

　②ところで，この家畜の群れや商店中の商

品の集合は，複数の物によって構成されている

ために，しばしば集合物の一例とされている。

そして，学説の一部には集合物を一つの物権の
　　　　　　　　　　　　　　　　　エ　ラ
客体として認めようとする見解があるが，コー

ラーは，決してこれらを物権の客体として認め
　　　　　　　るべきではない，としている。

　特にここでの問題に関しては，物の集合全体

を一つの用益権の客体として認め，その構成要

素たる個々の物を処分する権利は集合の利用権

の中に含まれる，と考える立場もありうるが，

コーラーは，このような考え方は経済的観念を

そのまま法律学的構成の問題に直入し，両者を
　　　　　　　　　混同するものである，と主張する。すなわち，

法律学的分析をした場合，物権の客体は集合を

構成している個々の物体なのであり，ただ，そ

16）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），221，223．

17）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），230f．

18）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），226，234．

19）その代表例として，Otto　v．　Gierke，Deutsches

　Privatrecht，Bd．2，1905，S．49ff　とPaul　Soko－

　lowski，Die　Philosophie　im　Privatrecht，1eo2，

　S．48ff，S．383ffを挙げることができるだろう。た

　だ，ギールケは集合物を一つの権利客体として認

　めつつ，その構成要素となる個々の物の独立性を

　大幅に容認するのに対し，ゾコロフスキーは集合

　物の構成要素の独立性を制限している点で，両者

　の主張は異なる。この点については，拙稿・前掲

　注6）法学論叢133巻2号20～22頁参照。

20）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），237f．

21）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），291f，299f．

の物につき利用者が処分権を有していることを

どのように基礎付けるかが問題となる。その際，

ここで利用者の持つ特殊な権限に注目すべきで

あり，これを処分用益権として位置付けること

が法律学的構成なのである，というのがコーラー

の主張といえるだろう。

　なお，コーラーが，処分用益権者の有する処

分権と用益権的権利は並存するものとし，処分

権が用益権的権利の流出物か否かは不明である

としている点は，注意しておきたいところであ
ゆ

る。というのは，これは，コーラー自身が，物

の処分権能は用益権の中には本来含まれないも

のであることを意識していることを示している

からである。

　③コーラーの主張した処分用益権の認めら

れるケースは，現行ドイツ民法においても存在
　　　　　　　　　　　　　　　　する。たとえば，ドイツ民法1048条の場合がそ

うである。この規定によると，不動産とその属

具（Inventar）に用益権が設定された場合，用

益権者は不動産の属具を処分する権能を有する。

この場合，属具の所有権は，用益権が設定され

た後にも依然として不動産所有者に属するから，

用益権者の持つ権能はまさに処分用益権に相当

する。しかし，現在の支配的見解によると，明

文の規定がない限り処分用益権を認めることは
　　　　　　　　　　　　　　ゆできず，ただ，ドイツ民法185条を根拠とする

所有者から非所有者への処分の授権が許容され
　　　　　　の
るだけである，とされている。その根拠となる

22）　Kohler，a．a．O．（Anm．13），290f．

23）ドイツ民法第1048条第1項　土地が其ノ属具ト

　共二用益権ノ目的タルトキハ，用益権者ハ通常ノ

　経営ノ範囲内二於テ各個ノ属具ヲ処分スルコトヲ

　得。用益権者ハ属具ノ通常ノ減損拉二通常ノ経営

　法則二従ヒ除去シタル三二付其ノ補充ヲ調達スル

　コトヲ要ス，用益権者ノ調達シタル物ハ之ヲ属具

　二組入ルルト単二属具所有者ノ所有二属ス。

　　なお，本稿においては，ドイツ民法の条文の訳

　に関して，柚木他『現代外国法典叢書・ドイツ民

　法』（昭和13年～）に従っている。

24）ドイツ民法第185条第1項　非権利者が目的二

　付為シタル処分ハ，権利者ノ同意ヲ得テ為シタル

　モノナルトキハ，之ヲ有効トス。
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のは，物権は制定法に規定されたもののみに限

定されるという主義，すなわち日本でいわゆる

物権法定主義である。

（2）我妻理論の批判的検討

　①我妻博士は，集合物譲渡担保に関する解

釈論を展開した際，集合物の上に所有権が成立

するという構成を導入した。そして，集合の構

成要素たる個々の有体物上の権利と集合上の権

利との関係について，次のような主張をしてい

る。

　a「集合体から離脱せられるものが集合体の所有

権の内容たることから離脱し，集合体に加えられる

ものが集合体の所有権の内容に加わることは，その

所有権が集合物という統一体の上の支配権なること

　　　　　　　ゆの当然の帰結である。」

　b「所有権は集合物の上に成立しているのである

から，個々の物については集合物に帰属する関係に

おいてのみ効力を及ぼしている。利用者が集合物の

経済的使命に従って利用するために個々の物を処分

する関係においては，この個々の物は最初から集合

　　　　　　　　　　　　　物の所有権の効力外に存在する。」

　c「集合物を構成する個々の物は，経済的にもそ

の個性を失うものではないから，法律的にもその個

性を認むべきは当然である。従って，結局，個々の

物は，集合物の構成部分たる関係においては，集合

25）　Philipp　Heck，GrundriB　des　Sachenrechts，

　1930，　g　74，1．d；　Wolff／Laiser，Sachenrecht，10．

　Aufl．，1957，　g　l16　W．；　Gttnter　Promberger，

　Staudingers　Kommentar　zum　BGB，12．
　Aufl．，1981，Vorbem　zu　g　g　1030ff．Rdn．17；

　Rolf　Petzoldt，MUnchener　Kommentar　zum
　BGB，Bd．4，2．Aufl．，1986，Vor　g　lO30　Rdn．4；

　Westermann　Sachenrecht，Bd．　ll　，6．Aufl．，1988，

　g137　M．3．；　Rolf　StUrner，Soergel　BGB，Bd．6，

　1989，glO30　Rdn．19；　Hans　Josef　Wieling，

　Sachenrecht，Bd．1，19En，　g　14　1　．b；　Baur／StUrner，

　Lehrbuch　des　Sachnrechts，16．Aufl．，1992，
　g　32　ll　．1．b．

26）我妻・前掲注1）188頁。

27）我妻・前掲注1）190頁。ここでの「利用者」は

　譲渡担保設定者を指している。

物そのものの法律的変動に従い，個々の物として独

立性を有する関係においては，独立の法律的変動に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ従うという，二面性を有するものとみるべきである。」

　このように，我妻博士は，個々の物の独立性

を肯定し，その上に権利が成立することを容認

している。しかし，上の論述の中では，何故，

集合物上の物権に服している個々の物を独立し

て処分し，これを集合体から離脱させることが

できるのか，という点に関する説明が欠けてい

るといわざるをえない。上の説明は，個々の物

が集合体から分離されてしまった後には，もは

やそれには集合物上の物権は追及しえない，と

いうことを述べているに過ぎず，個々の物を集

合物より分離する権能を積極的に基礎付けてい

るわけではない。本来，集合物の上に物権を成

立させるなら，その物権は物の集合を一体的に

支配するのであり，集合の構成要素の分離を制

限する力を持つはずであり，それにもかかわら

ず構成要素の分離を肯定しようとするならば，

そのための別個の基礎付けが必要になる。

　この点に応じる我妻博士の説明があるとすれ

ば，それは「利用者は集合動産をその経済的目

的に従って利用し，個々の物を処分すると共に

新たなものをもって補充する。処分することは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29）
その集合体を利用する権限の当然の内容をなす。」

という記述に尽きるだろう。この際，彼は前述
　　　　　　　　　　　　　　　3D）
のコーラーの見解を援用している。

　②　それでは，個々の物を処分することが集

合物の利用権能の中に含まれるのであろうか。

既に見たように，コーラーは，いわゆる処分用

益権が物の集合に設定された場合，権利関係を

物の集合の上に一つの物権が成立するという論

理によって説明すべきではない，としている。

これに対して，我妻博士は，集合物の利用関係

においては，集合物自体の上の所有権は利用さ

せる者の下にあり，処分された関係における個々

28）我妻『新訂民法総則』（昭和40年）206頁。

29）我妻・前掲注1）188頁。

30）我妻・前掲注1）189頁。
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の物の所有権は利用者に移転するという関係が

生じると見ることが，最も事実の本体を捉えた

観察である，と主張して，コーラーの見解を批
　　　判ずる。

　けれども，私はこの点に関してはコーラーの

見解に賛成せざるをえない。確かに，経済的観

察として個々の物の処分を見るとき，集合物の

構成要素の組み替え・処分は物の集合体の利用

の一環とも捉えられよう。しかし，ここで問題

となっている事態を法律学的に分析すると，一

つの物権の客体としての集合物の利用は，本来，

それらの一体性を保持したままでの使用であり，

その構成要素の分離・処分はこれには含まれな

い。というのは，集合物自体の利用は，一体と

しての集合物の存在を前提にするものであるが，

集合物の構成要素の分離を認めるとこの前提が

崩れてくるからである。また，我国でもドイツ

でも，用益権に含まれる本来的権能はやはり単

なる使用権であり，物の処分権が用益権の中に

含まれるとすると，用益権という物権の型を変

形させることになり，物権法定主義との抵触の

問題が生じる。だからこそ，ドイツの通説は，

制定法の明文の規定がない限り処分権の付いた

用益権は認められないとしているのである。も

ちろん，構成要素の分離・処分の要請は現実に

存在するから，集合物を一つの権利客体としょ

うとするときでもこれを無視することはできな

い。しかし，この要請に応じるとすれば，その

ことはすなわち，個々の物の独立性の容認，お

よびそれに伴う集合の一体的処理の後退にほか

ならない。それゆえ，個々の物の処分可能性が，

集合物の利用，究極的には物の集合に一つの物

権を認めるという理論によって基礎付けられる

とする我妻博：士の見解は，集合物の論理を本来

のものとは全く逆のものとして捉えてしまって

いる。

　コーラーは，集合物上の利用権が個々の物の

処分権を包含するという見解に対して，「これ

31）我妻・前掲注1）189，190頁。

は経済的表示を与えるのみであり，何ら法的構

成を与えるものではない。それは物がどのよう

に経済的に形成されるのかを述べているが，い

かなる法的手段によってそのように形成される

のかを示していない。というのは，集合を形成

する個々の単一物の上の所有権とは異なった，

集合物上の所有権は存在しないからである。法

には物の所有権だけがあり，集合物所有権はな
　

い。」と批判している。個々の物の処分を集合

物の利用として位置付けるのは，一種の比喩的

表現であり，私も，この見解に基本的に賛成で

ある。

　ただ，複数の物が有機的結合関係にあり，一

体として価値ある存在が形成されている場合，

これを一つの権利客体として認める現実的要請
　　　　　は存在する。しかし，この現実的必要に法的に

も応えようとするとき，いかなることが法的に

問題となるのかを明確にし，その問題の処理方

法を検討しなければならない。そして，その問

題に該当するのが，集合体の一体的処理の要請

と個々の物の独立性の要請の調整，集合体上の

権利と個々の物の上の権利の調整である。集合

体を一つの権利客体として捉えつつ，その構成

要素の処分を容認しようとする場合には，集合

体上の権利は，客体をそのままの形で支配する

ことができないという点で，もはや民法典が規

律する典型的物権とは異なった内容の権利になっ

ているし，他方，集合体に属する個々の物の上

の権利も，集合体上の権利に一定の制約を受け

ることになるから，民法上の典型的物権とは異

なったものになる。

　③ところで，実際には，我妻博士自身も

32）Kohler，a．a．0．（Anm．13），292．ドイツの支配

　的見解は，集合物を物権の客体としては認めてい

　ない。この点については，拙稿・前掲注6）23，24

　頁参照。

33）コーラー自身も，複数の物を一体として扱う経

　済的要請が存在するのは認識しているが，これを

　一つの物権の客体としては肯定しない。Vgl．

　Kohler，Das　Vermdgen　als　sachenrechtliche

　Einheit，ArchBUrgR　22（1903），1．
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　　　　　　　　　　　　　　　　「近代法における債権の優越的地位」において，

集合体特に企業の上の権利と個物の上の権利と

の調整の問題を認識している。そこでは，民法

の解釈論として企業の上に権利を成立させよう

としているわけではないが，彼は，企業上の権

利を認めるに当たっては，民法概念とは別種の

企業中心の権利の概念を明らかにする必要があ

るとして，以下のように述べている。

　a「企業の上の所有権，用益権及び担保権は，こ

の企業を構成する箇々の物または権利をも拘束する

ことはいうまでもないが，その拘束は，決してその

箇々の物または権利が企業から離れた関係において

独立に箇々的に他の権利の客体となることをも排斥

するものではない。」「企業の上の権利は，企業を溝

成する各要素を，各要素が当該の企業において担当

する作用において，換言すれば，当該企業に参与す

る限りにおいて，これを拘束するものとなさなけれ

ばなるまい。この，企業の権利が各要素を企業の目

的を中心として一面的に拘束するものであることが，

企業の権利という新概念を構成するに当って第一に

　　　　　　　　ヨらう
注意すべきことである。」

　b「企業の権利の成立によって箇々の権利関係が

如何なる影響を受けるかは，企業の権利という新概

念を構成するに当って注意すべき第二点である。」

「企業を構成する各要素は，企業目的に参与して一の

作用をなすと同時に，他の関係において，別の作用

を営む。故に，企業の上の権利は，その要素の一面

を拘束すると同時に，併存する他の一面を拘束する

権利との協調を保たねばならない。而して，この協

調は，実に，総ての権利の内容をしてその客体の形

式的排他的支配たることを許さず，その主体に対し

て有する作用の確保を内容とするに止まるものたら

しめることによってのみ達し得る。換言すれば，客

体の社会的作用を顧みず，その主体に与うる利益の

形態如何に拘らず，形式的に排他的な効力を主張す

る所有権観念を分解せしめて，社会の各階級に対し

て有するそれぞれの作用を中心として，一面的の権

　　　　　　　　　　　　　　　　利を認めることによってのみ達し得る。」

　この際，我妻博：士は，企業を，一個の企業組

織によって結合せられた権利，法律関係および
　　　　　　　　　　　　　　　　事実上の関係の統一体と見ている。したがって，

多数の物が企業の構成要素となっているのだか

ら，企業上に権利を認めるときには，その構成

要素の上の権利との協調を考えなければならな

い。彼もこのことに留意し，現代法の絶対的形

式的内容の所有権観念を中心とする法律体系の
　　　　　　　　　　　　分解の要請を指摘している。

　ところが彼は，集合物担保の解釈論の展開の

際には，簡単に集合物上に「所有権」が成立す

るという命題を導入し，あたかも，集合物上に

は，有体物上に成立する民法の典型的物権と同

じ権利が成立するかのような印象を与えてしまっ

ているのである。そのため，そこでは集合の一

体的処理と個物の独立性の調和という観点が隠

蔽されてしまった感がある。これは，集合物担

保の問題を解釈論上の問題として扱ったために，

その説明に際して民法の物権概念を使用せざる

をえなかった結果かもしれないが，むしろ，物

の集合の上に一つの権利を認めようとするとき

には，もはや民法典の枠を超えた権利概念を論

じているということを前面に出すべきだった。

あるいは，我妻博士が集合物担保の解釈論の中

で述べている「所有権」とは，民法上の所有権

とは異なるものを意味しているのかもしれない。

しかし，それならば，そのことを明確にすべき

であり，同じ概念によって違う内容の事象を説

明するというのは徒に概念の混乱を招く結果に

なるだけである。

　以上の検討から，集合物を一つの権利客体と

して認めるとしても，そこで成立する権利を，

単に個々の有体物の上に成立する典型的物権と

同列に扱うのは，事物の内容を正確に把握して

34）我妻『近代法における債権の優越的地位［SE

　版］』（昭和61年差で引用する。

35）我妻・前掲注34）211頁。

36）我妻・前掲注34）212，214頁。

37）我妻・前掲注34）179頁。

38）我妻・前掲注34）214頁。
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いることにならない，ということが明らかにな

る。個々の物の独立した処分，およびその上の

権利を認めるのであれば，集合上に成立する権

利と個々の物の上に成立する権利は互いに制約

しあうことになり，双方の効力の内容を具体的

に規定することが必要となる。そして，かくし

て規定された内容を持つ権利は，もはや，単一

の物の上に成立する単一の排他的支配権という，

民法上の簡明な物権概念で説明し尽くせるもの

ではない。それゆえ，この問題はもはや特別の

立法措置を要する次元に属するのであり，集合

物上の権利を認めるとしても，そのために必要

となる特別措置は一体何なのか，ということが

吟味されなければならない。

　そこで次に，集合物を一つの権利客体とする

ためにはいかなる要件，具体的措置が要求され

ることになるのか，を簡潔に論じたい。

2．一つの権利客体としての集合物の条件

（1）物の機能的結合関係

　まず，いかなる物の集合も一つの権利客体に

なりうるわけではない。複数の物が各々機能的

に補充しあって統一的な価値を形成している場

合に，はじめてこれらを一体的に取り扱う必要
　　　　　　　　ラ
が生じるのである。特別の立法措置がなされて

いる，工場財団などはこのような集合に属する。

これに対して，機能的結合関係にない物の集合

においては，個々の物が権利客体となっていれ

ばよく，それ以外の特別な取扱は不要である。

たとえば，倉庫内の商品の集合は機能的結合関
係にある集合とはいえないだろ孔

（2）集合体を形成する物の特定と公示

　次に，一つの集合物を構成する物がいかなる

ものなのかを特定し，このことを外部から認識

できる措置を導入する必要がある。その理由は

次のとおりである。

39）これは従来から主張されてきたことである。我

　妻・前掲注1）187頁参照。

　民法が物権の客体を個々の有体物に限定する

ことには一定の合理性がある。すなわち，有体

物を物権の客体とすることによって，権利の支

配領域を一義的・客観的に明確にして取引界に

公示するということが可能になる。というのは，

一つの有体物が存在すれば，そのこと自体によっ

てそこには一つの支配権が存在するということ

が外部から推定できるからである。したがって，

有体物上に物権が成立するという原則の例外と

して，物の集合の上に権利が成立することを認

めるためには，その集合が具体的にいかなる物

によって構成されているのかを確定し，さらに

そのことを外部から認識できるようにする特別

の措置を導入する必要があるのである。

　既に棋教授は「集合物を認めることは，その

範囲において有体性の原理を否定する結果とな

るわけであり，それは，所有権やそれより派生

する制限物権における独占的支配の同一性とそ

の支配領域の範囲について，これを客観的な標

準（有体性という，取引観念を前提としつつも，

すぐれて物理的な標準）によって一義的に確定

し，同時にその旨を取引界に対して公示すると

いう特定性の機能を失わせる。したがって，物

権法の体系からする限り，集合物を単純・無条

件に肯定することは不可能であり，それは有体

性に代るなんらかの手法によって失われた公示

を回復し，優先的支配の同一性とその支配領域

40）それゆえ，我妻博士が企業と商品の集合を同列

　に扱っていること（我妻・前掲注28）205，206頁）

　には賛成できない。もちろん，企業を一つの権利

　客体とみるときに，商品の集合がその企業の構成

　要素となることによって特殊な法的性格を有する

　ことはあるが，このことは，商品の集合を企業か

　ら切り離してそれ自体を一つの権利客体とするこ

　とと全く異なる。

　　かつて，ドイツのヴィーアカーは，集合物に関

　する一種の立法案を提示したが（Franz　Wie－

　acker，Sachbegriff，Sacheinheit　und　Sachzu－

　ordnung，AcP　148（1943），57ff），彼が在庫商品

　それ自体に特別の価値を認めず，これが企業に属

　していることに価値を見出している点には賛成で

　きる（Vgl．a．a．O．，78．）。
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を取引界に対して客観的に明瞭な形で一義的に

確定・公示するとき，始めて可能になるものと
　　　　　　　　　　　ゆいえよう。」と述べている。この見解は，集合

物を一個の権利客体として認めるために必要な

条件を的確に表現したものといえる。

　この点に関しては，しばしば一物一権主義の

根拠として学説が挙げる事項を想起すべきであ

る。一つの物権の客体は一つの物（有体物）で

あり，物の集合ではない，という意味での一物

一権主義の根拠は，独立性のある一つの物を物

権の客体とすれば，支配の領域が明確化して公

示をするのに便利であるという点，とされてい
　う

る。これはまさしく，一つの物の上に一つの支

配が存在するというのは客観的に明快だが，物

の集合の上に支配を認める場合には事情を異に

し，その場合には，集合を構成する物の確定と

特別の公示方法を要するということを示してい

る。

　ところが，集合物を一つの権利客体として肯

定する多くの見解は，集合物を一つの権利客体

として肯定する際に，何故公示の問題が特に重

要になるのかを十分考慮してこなかったきらい

がある。我妻博士は，公示の原則を破らないこ

とが集合物上に一個の物権が成立する要件であ
　　　　　　　る，としながら，同時に「経済取引観念は独自

の価値あるものを独立の一体と見る。問題の集

合物はその内容の変更するに拘わらず，一の統

一体として同一性を認められる。したがってこ

の統一体の上に利用権を設定する法律関係もま

41）桓悌次『担保物権法』（昭和56年）　327頁。な

　お，棋「物としての企業（一）」民商38巻5号

　（昭和34年）788頁参照。

42）舟橋諄一『物権法』（昭和35年）11頁，我妻＝

　有泉『新訂物権法』（昭和58年）16頁，松坂佐一

　『民法提要・物権法』［第四版・増訂］（昭和59年）

　4，5頁。また，川島武宜『新版所有権法の理論』

　（昭和62年）162頁参照。

43）我妻・前掲注1）187頁。我妻博士は，企業上の

　権利を論じているときにも，企業中心の権利の概

　念の内容を公示すべき登録制を完成させる必要性

　を指摘する（我i妻・前掲注34）211，215頁）。

た認められる。」と述べ，この関係は，個々の

有体動産の賃貸借等と同様に占有改定の基礎た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆるに充分なる法律関係といわねばならない，と

する。そして，集合物の譲渡担保の対抗要件と

して，集合物上の占有改定なるものを主張して
　　　　　　いるのである。既に批判した，集合物の構成要

素の処分権が集合物上の利用権の中に包含され

るという我妻博士の立論は，この公示の問題の

解消のため，すなわち集合物上の占有改定なる

ものを認めるためになされたのかもしれない。

しかし，この見解は，集合物を単に個々の有体

物と同列に扱うものであって，問題を単純化し

すぎている。集合物が一つの統一体であるとし

ても，その構成要素たる個々の物の独立性は依

然として存在するのであり，それだけ集合物の

一体性も単なる有体物の一体性より脆弱なもの

である。たとえば，一つの統一体としての工場

が存在するとき，その工場は建物や機械類など

によって構成されているだろうが，工場の構成

要素となるに至った機械自体は，本来，取引観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お　念によって一つの独立した物と捉えられている。

それにもかかわらず，工場の上に一つの権利を

認めようとするならば，有体物主義の修正のた

め特別の公示方法が検討されなければならない。

　既に触れたように，集合物上の権利は個々の

有体物上の権利との調和の下に成り立つもので

あり，単一物の上の単一的支配という民法上の

典型的物権とは異なって，その構造は複雑にな

らざるをえない。しかも，どの程度個々の物の

独立性を認めるのか，あるいは集合の一体的処

理を貫くのか，という点は，問題となる集合物

の特質ないしは社会経済的要請によって決定さ

れるだろう。たとえば，後に詳しく触れるよう

44）我妻・前掲注1）188頁。

45）我妻・前掲注3）664頁。

46）機械類は，工場に設置される際にその供給主に

　よって独立の物として売却されていることが，こ

　のことを示している。それゆえ，工場を一つの権

　利客体とするときには，機械類に存在している第

　三者の権利の保護を考慮しなければならない。
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に，工場抵当法における工場財団では，集合の

一体的処理が貫かれ，個々の物の独立性はほぼ

否定されているのに対し，企業担保においては

個々の物の独立性が大幅に尊重されている。す

なわち，集合上の権利の内容は，個々の有体物

に成立する民法典の物権とは異なり，問題とな

る物の集合の種類によっても微妙に変化する。

したがって，この権利の公示方法として，物の

上の事実的支配という単純な占有関係を持ちだ

すことには無理がある。集合物上の権利の公示

方法は，問題となる集合物の種類に応じて個別・

具体的に検討されなければならない。

（3）まとめ

　以上の検討から，集合物を一つの権利客体と

して肯定するという議論が，もはや解釈論の枠

を超え，立法論の次元に属しているということ

がわかるだろう。集合物を一つの権利客体とす

るためには，問題となる物の集合の種類に応じ

て特別の立法措置を講じ，集合を構成する物を

特定し，特別の公示方法を検討する必要がある

のである。この際，集合の一体的処理をどの程

度貫くかによって，集合上の権利の公示方法も

変化するだろう。たとえば，集合上の権利を常

に個々の物の上の権利に劣後させれば，個々の

物の上に普通に権利が存在するだろうと考える

第三者の信頼が害される危険性がないので，集

合上の権利の公示は簡易なもので足りることに

なるだろう。これに対して，集合上の権利を強

め，集合の一体的処理を貫こうとするならば，

集合の構成要素を具体的に特定し公示も厳格に

しなければならない。

　さて，既に我国には，物の集合を一つの権利

客体とする特別法として，工場抵当法，企業担

保法などがある。これらの特別法では，物の集

合の一体的処理がどの程度確保され，他方で個々

の物の独立性がどの程度維持されているのだろ

うか。そして，そのことに伴って各制度におい

てどのような問題が生じているのだろうか。次

章では，集合物に関する我国の諸制度において，

集合の一体的処理がどの程度貫かれ，それに伴っ

ていかなる個別問題が生じているのかを簡単に

検討してみたい。

皿　諸制度の検討

　既に触れたように，集合物に関する特別法と

しては，工場抵当法や企業担保法が挙げられる。

しかし，これらの制度の検討に入る前に，民法

典自体が集合物に関わる制度を内包している点

に注意しなければならない。それは，主物・従

物の旦夕である。主物・従物の場合にも，従物

が主物の経済的効用を高め，主物を機能的に補

充し，両者は経済的な結合関係にある。そのた

めこれらの一体的処理が要請され，民法典もそ

のことを考慮している。ただ，主物・従物の場

合，両者間に主従の関係がある点が一つの特徴

になっているが，複数の有体物が経済的結合関

係にあるという点では，集合物に関係する問題

としてこれを位置付けることができる。

　そこで，本章ではまず，主物・従物の制度に

関して検討を加え，この制度では主物・従物の

一体的処理がどの程度実現され，他方で従物の

独立性がどの程度維持されているのかを概観し，

それが主物・従物の諸問題にどのような影響を

与えているのかを見てみたい。その後で，集合

物の特別法たる工場抵当法と企業担保法を検討

する。ここでも，物の集合の一体的処理がどの

程度貫かれ，他方において個々の物の独立性が

どの程度維持されているのか，という点を検討

するが，とりわけ，そのことが集合上の権利の

公示方法の問題にどのように反映されているの

かを明らかにしたい。

1．主物・従物の制度

（1）主物・従物の関係の要件

　民法87条1項は，主物・従物の関係が成立す

るためには，（a）物の常用に供するために他の

物をこれに付属させたこと，（b）主たる物の所

有者が付属物の所有権を有すること，の二点を
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挙げる。（a）の要件は，複数の物の経済的・場

所的結合関係を要求するものであり，これは複

数の物の一体的処理の前提条件ともいうべきも

のであるから，主物・従物の関係が成立するた

めにこれを要求するのは当然だろう。

　これに対して，（b）の要件は，従物たるべき

物の上に存在している権利の保持者の保護を考
　　　　　　　　　　　　　　　アラ
呈するものと見ることができる。主物・従物の

上に何らかの一体的処理が認められると，従物

の上に従前から権利を有していた第三者が害さ

れる可能性があるため，民法は，主物の所有者

が所有権を有しない物は従物とはならないとし

たのだろう。しかし，このことは主従関係にあ

る物の一体的処理の要請の譲歩といわなければ

ならない。なぜなら，主たる物と従たる物との

経済的結合関係ないしはその一体的処理の要請

は，その所有権の帰属如何に関わりなく成立し
　　　　　　がうるからである。

（2）主物・従物関係から生じる効果

　①まず，主物・従物の関係が成立しても，

これらの上に一つの所有権が成立するわけでは

ない。主物・従物のそれぞれが独立した有体物

である以上，それぞれに別個に所有権が成立す

ることになる。その結果，主物・従物の別個の

処分が可能となり，主物・従物の一体的処理は

大幅に後退せざるをえない。ただ，民法87条

2項は，従物が主物の処分に従う旨を規定する。

それゆえ，主物の所有権が譲渡されれば，通常

これに伴って従物の所有権も譲渡されることに

なり，主物・従物の一体的処理がある程度確保

される。しかし，主物の処分をなした当事者が

これと異なる意思表示をしていれば，従物は主

物の処分とは別個の法的運命に置かれることが
　　　　　　　　　　　　ウ
ー般的に認められている。従物上に独立した所

47）我妻・前掲注28）222、223頁，甲斐道太郎『民法

　講義1（有斐閣大学双書）［改訂版］』（昭和56年）

　148頁，幾代通『民法総則［第二版］』（昭和59年）

　171頁。

48）我妻・前掲注28）223頁参照。

有権が成立する以上，これを主物とは別個に処

分することができるはずだから，これは当然の

ことといえる。

　②次に，現在の通説は，不動産に抵当権が

設定されたときには，従物が不動産に設置され

た時点を問うことなく，抵当権の効力は不動産
　　　　　　　　　　　　駒）
の従物にも及ぶとしている。その現行法上の根
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　らの
拠規定に関しては，民法370条を挙げる見解と
　　　　　　　　　　　
87条2項を挙げる見解が存在するが，いずれに

よっても抵当権の効力が従物に及ぶという結論
　　　　　53）
は変わらない。この結論がとられる背景にはや

49）我妻・前掲注28）225頁，甲斐・前掲書149頁，

　幾代・前掲書172頁など。

50）於保不二雄「附加物及び従物と抵当権」民商29

　巻5号（昭和29年）22頁，我妻・前掲注3）258～

　260頁，柚木＝高木『担保物権法［第三版］』（昭

　和57年）255頁，鈴木『物権法講義［四訂版］』

　（平成6年）196頁など。

51）於保・前掲22頁，我妻・前掲注3）258～260頁，

　川井・前掲書50頁，鈴木・前掲注50）196頁など。

52）柚木＝高木・前掲書255頁。

53）なお，最近では，いかなる従物にも抵当権の効

　力を及ぼしていいのか，という疑問が提示されて

　いる（近江・前掲書132，133頁，磯村保「宅地上

　の従物と抵当権の効力」『担保法の判例1』（平成

　6年）34頁など）。この疑問は，特に，従物に該

　帯するとされる物の価値が非常に高い場合に強ま

　る。私は，この問題は従物の要件をいかに理解す

　るかによって解決されるべきものと思う。すなわ

　ち，具体的な物が不動産の従物となるか否かを判

　定する際に，その物の価値をも判断要素の一つに

　するのか否かという点を考えるべきである。究極

　的には，後述のように，従物に該当するかどうか

　を決定するのは取引観念であるから，この問題も

取引観念に委ねられるだろう。

　　また，抵当権の効力が及ぶ物の範囲の問題はもつ

　ばら370条の解釈の問題であって，同条の附加物

　に従物が含まれるかどうかというのは思考の整理

　の意味しか持たない，という見解も有力になって

　いる（星野英一『民法概論ll』（昭和51年）246頁，

　道垣内・荊蟹書113頁）。この見解によると，抵

　当権の効力が従物に及ぶという命題自体があまり

　意味を持たなくなるが，その場合でも，370条の

　附加物，すなわち抵当不動産に従属する物の範囲

　を決定するのは究極的には取引観念である，とい

　うべきである。
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はり，主物と従物の経済的結合関係の尊重があ
　　　　　　　　るのは間違いない。これによって，担保権の実

行における換価の際，主物・従物の一体的処理

は確保されることになるが，このような一体的

処理にも次のような限界が存在する。

　第一に，従物自体が独立した権利客体である

以上，抵当権設定契約当事者は合意によって抵

当権の効力が従物に及ばないとすることができ

る（民法370条但書参照）。

　第二に，既に触れたように付属物が従物とな

るためには主物の所有者がその所有権を有する

ことが要求されるため，抵当不動産の効用を高

める付属物が第三者の所有物であれば，これを

不動産と一体化して換価することはできない。

　第三に，仮に抵当不動産の所有者が付属物の

所有権を取得し，付属物に抵当権の効力が及ぶ

ことになったとしても，付属物が独立した権利

客体である以上，この上には他の担保権が存続
　　　　　　　　　　している可能性がある。そして，もしこのよう

な他の担保権が抵当権に優先することになれば，

主物・従物の一体的換価が阻害されることにな

るかもしれない。

　最後に，複数の物が機能的・経済的に結合し

て形成された統一体の中には，主従関係にない

物によって形成されたものも存在する。民法の

主物・従物制度によってはそのようなものを法

的に一体として扱うことができない。かような

結合体を法的にも一体とするためには，結局特

別の立法が必要となるのである。

（3）主物・従物上の権利の公示と従物の独立性

①さて，抵当権の効力が不動産のみならず，

その従物にも及ぶという結論は，複数の物を一

つの抵当権の客体として認めることを意味する

から，このことは，結局，民法のとる有体物主

義ないし一物一権主義の例外を認めることにも

なる。したがって，前章で触れたように，複数

の物の上に権利が成立するという点についてど

のような公示方法をとるのか，という問題が生

じる。

　しかし，この点に関して民法典は特別の規定

を持たない。支配的見解は，抵当権の効力が動

産たる従物に及ぶということは，不動産に関す

る抵当権設定登記によって第三者に対抗できる，

　　　　　　と考えている。すなわち，抵当権の効力が従物

にも及ぶことの公示は，主物に関する公示によっ

て補充されている，と考えるのだろう。たとえ

ば，槙教授は「従物的結合体には登記，登録等

の特別の公示手段が配慮されているわけではな

い。しかし，ここで注意すべきことは，従物的

結合体がいわばSubordination的結合体を形

成し，取引観念上結合体の中枢的地位を占める

ものの存在することである。したがって，公示

の面においても，取引観念上主物の公示が全体

の中心をなし，この点からして，それが全体の

公示を代表する作用を営んでいるとみることも
　　　　　　　　　　　　　　　さして不自然ではない。」という。

　この問題は次のように考えるべきである。抵

当権法において，主物と従物が一体として扱わ

れる根拠は，従物の主物に対する場所的・経済

的従属関係，究極的には，従物を主物に従属さ

せるべきであるという取引観念が存在している，

という点にある。むしろ，他の物に従属してい

ると取引観念によって判断される物が従物であ

54）我妻「抵当権と従物の関係について」『民法研

　究W』29，30頁参照。

55）たとえば，動産の売主の有する動産売買先取特

　権や所有権留保が考えられる。これらの担保と抵

　当権の優劣関係については，拙稿「従物上に存在

　する複数の担保権の優劣関係　一所有権留保にお

　ける期待権構成への疑問一」『奥田昌道先生還暦

　記念・民事法理論の諸問題下巻』（平成7年）221

　頁以下で検討を加えている。

56）最：判昭和44年3月28日（民集23巻3号699頁），

　於保・前掲22頁，我妻・前掲注28）225頁，柚木＝

　高木・前掲書258頁，幾代・前掲書178頁，道警

　内・前掲書114頁，田中整爾『新版注釈民法（2）』

　（平成3年）642頁。

57）棋「従物と物概念の拡張　一従物供給者の所有

　権留保と主物不動産上の抵当権を中心として一」

　関大法学論集9巻5・6号（昭和35年）54頁。
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るというべきだろう。とすれば，どのような物

が従物になるのか，また，どのような動産に不

動産抵当権の効力が及ぶことになるのか，とい

う点は，結局，取引観念によって決定されてい
　　　　　るのだから，主物上の抵当権の効力が従物に及

ぶという点についての公示も，主物に関する公

示すなわち抵当権設定登記だけがあれば，既に

従物の主物への従属性という取引観念によって

確保されている，というべきだろう。したがっ

て，不動産の抵当権設定登記によって動産たる

従物に関する公示もなされるという見解は正当
　　　　といえる。

　この点に関しては，ドイツ法が参考になる。

ドイツ民法は，主物・従物の関係が成立する要

件として，物の場所的・経済的結合関係を要求

しているが，この際，取引上従物と判断されな

い物は従物にはならない，としている（97条
　の1項）。よって，ここでは主物・従物の関係が

成立することを究極的に決定するのは取引観念
　　　　　　　　　　　つ
である，と理解できる。他方で，ドイツ民法は，

58）古い判例であるが，大判大正8年3月15日（民

　録25輯473頁）は「如何ナル物ヲ以テ抵当権ノ効

　力ノ及ブベキ従物ト認ムベキヤハ…一般取引上ノ

　観念ニヨリ定マルベキ客観的標準二則り之ヲ決定

　スベキモノトス」としている。

59）ただ，取引観念自体が抽象的で，しばしばその

　内容が不明瞭であることも否定できない。この点

　に関しては後で検討する。

60）ドイツ民法第97条　主物ノ構成部分トナルコト

　ナクシテ，主物ノ経済的目的二供スベキモノトセ

　ラレ，且主物二対シテ此ノ用途二適応スル場所的

　関係二方ル動産ハ，之ヲ従物トス。取引上従物ト

　見ラレザル物ハ，従物タルコトナシ。

　　物ヲー時他物ノ経済的目的二利用スルモ，従物

　性ヲ生ズルコトナシ。従物ヲー時主物ヨリ分離ス

　ルモ，従物性ヲ失ハシムルコトナシ。

61）　Vg｝．Hermann　Dilcher，Staudingers　Kom－

　mentar　zum　BGB，12．Aufl．，1979，　g　97　Rdn．

　23；　Otto　MUhl，Soergel　BGB，Bd．1，12．Aufl．，

　1987，　g97　Rdn．34；　Baur／Stifmer，Lehrbueh

　des　Sachenrechts，16．Aufl．，　g　3　1．2．a）dd；

　Georg　Holch，MUnchener　Kommentar　zum
　BGB，Bd．1，3．Aufl．，1993，　g　97　Rdn．28．

不動産に抵当権が設定された場合，不動産所有

者が不動産の従物の所有権を取得しているとき

には抵当権の効力がその従物にも及ぶ旨を規定

しつつ，そのことに関して特別の公示方法を要
　　　　　　　　　　　　ラ
寄していない（1120条）。したがって，ドイツ

においても，取引観念によって従物として認め

られた物に主物上の抵当権の効力が及ぶことに
　　　　　
なっている。

　②このように，主物上の権利の効力が従物

にも及ぶという点の公示の問題では，従物の主

物に対する従属関係が大きな意味を持っている。

しかし，このような公示は，従物の主物への従

属関係が崩壊すると自動的に消滅せざるをえな

い。そのことは，結果的に従物に対する抵当権

の追及力を弱め，主物と従物の一体的処理の後

退へとつながる。このことは次の問題に現われ

ている。

　すなわち，従物に抵当権の効力が及んでいる

ときでも，従物上に独立の所有権が成立してい

る以上，これを第三者に譲渡することは可能で

ある。この際，従物が譲渡の後にも依然として

不動産に付属しているならば，第三者は抵当権

の負担の付いた所有権しか取得できない，とす
　　　　　　　　　　　ゆ
るのが通説のようである。従物が主物に付属し

ているならば，従物に関する抵当権の公示も存

続しているので，この見解は正当だろう。しか

し，従物たる物が主物から場所的に離脱してし

まった場合はどうか。主物から従物が離脱すれ

62）ドイツ民法第1120条　抵当権ハ土地ヨリ分離シ

　タル土地ノ産出物其ノ他ノ構成部分二及ブ，但シ，

　第九五四条乃至第九五七条二従ヒ其ノ分離ト共二

　土地ノ所有者又ハ自主占有者以外ノ者ノ所有二帰

　スルトキハ此ノ限二在ラズ，土地ノ従物二付テモ

　土地所有者ノ所有二三セザルモノヲ除キ亦同ジ。

63）なお，取引観念は裁判官によって確定されなけ

　ればならず，その際従前の取引観念の存続は推

　定されない，とするのが支配的見解である。VgL

　MUhl，a．a．O．，g97　Rdn．34；　Holch，a．a．O．，

　g97　Rdn．28；　BGH，1．10．1992，NJW1992，3224，

　3226．

64）我妻・前掲注3）271頁参照。
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ば，もはや従物に関する公示の基礎となってい

る主物と従物の間の場所的・経済的結合関係は

消失する。したがって，それとともに従物に関

する公示も消滅することになるから，抵当権者

は第三者に対して従物に抵当権の効力が及んで

いることを主張できなくなる，と見るのが合理
　　　　的である。ただ，この結論は，抵当不動産の所

有者が自己の通常の営業のために必要な範囲で

従物を処分したときは妥当かもしれないが，そ

の範囲を逸脱して従物を処分したときには単に

主物・従物の一体的処理を阻害し，抵当権者を

害するだけのことになりかねない。

　もちろん，この点に関しては異論もありうる。

従来から，抵当権の効力が及んでいた附加物が

抵当不動産から搬出された場合，搬出物に対す

る抵当権の効力はどうなるのか，という点は議

論されてきた。そこでは，附加物が抵当不動産

から搬出されても，附加物の譲受人が善意取得

するまで抵当権の追及効は存続する，という見
　

解もある。この議論は，主に抵当権の目的物た

る山林から木材が伐採・搬出された事例を対象
　　　　　　としているが，支配的見解は，これと従物の処
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分・搬出の場合を同列に扱っているようである。

しかし，これらを同列に扱うとしても，従物の

譲受人が善意取得するまで追及効を認めること

には躊躇を覚える。確かに，この考え方によれ

ば，抵当権の存在につき悪意の譲受人に対して

抵当権者は権利主張ができ，この点は妥当とい

えそうである。しかし，このことは明らかに，

65）この点につき，従物が不動産から搬出された場

　合，その物はもはや従物ではなくなるので抵当権

　の効力は消滅するという考え方もありうる。しか

　し，これでは従物に対する抵当権の効力をあまり

　に弱めることにならないだろうか。したがって，

　従物であるのは抵当権の効力が及ぶ時点で要求さ

　れるものとし，物の事後的な搬出は，抵当権の効

　力の公示の消滅という問題として位置付けるべき

　だろう。したがって，搬出とともに，抵当権の従

　物に対する効力は対抗要件を具備しないものにな

　る，というべきである。

66）高木・前掲書127頁。

公示の欠如した物権の対外的効力を認めること

になるから，物権法の公示の原則をどのように

理解するのかという重大な問題も伴う。

　③ところで，ドイツ民法にはこの問題に関

しても参考となる規定が存する。ドイツ民法は，

従物が不動産から分離・搬出された際の抵当権

の従物に対する効力について詳しく規定してい

る。それによると，抵当権の実行前に従物が第

三者に譲渡され，かつ不動産から搬出されたと

きには，第三者の主観的態様に関わりなく抵当

権の従物に対する効力は消滅する（1121条1項）。

従物の搬出前に抵当権の実行がなされたときに

は，従物の譲受人が抵当権の存在につき悪意の

ときには，抵当権者は抵当権の効力を譲受人に

対して主張できる。この際，搬出の前に譲渡が

なされていれば，譲受人は自己が善意であると

は主張できない（1121条2項）。さらに，譲渡

がなされなくとも，抵当権の実行前に通常の営

業の範囲で抵当権の効力が及んでいる従物から

従物性を奪ったときには，やはりこの物に対す

る抵当権の効力は消滅する（1122条2項）。

　一般に，ドイツ民法1121条と1122条は，抵当

権者，抵当不動産の所有者，従物等の譲受人と

いう三者の利益を考慮したものであると説明さ
　　　　　
れているが，結局，これらの規定においては，

抵当権の効力が付属物に拡張される根拠，すな

わち主物と従物の経済的・場所的結合関係が消

滅してしまえば，原則として，抵当権の効力も

67）ここでは，①附加物が搬出されれば，抵当権の

　効力はもはや分離物には及ばないとする説（川井・

　前掲書53頁），②附加物については抵当不動産上

　に存在する限りで公示がなされているから，搬出

　されれば第三者に抵当権の効力を対抗できないと

　する説（我妻・前掲注3）269頁，鈴木・前掲注50）

　198頁など），③第三者が善意取得するまで抵当権

　の効力は搬出された分離物に及ぶとする説（星野・

　前掲書252頁，道垣内・前掲書145頁も同旨か），

　④物上代位の規定によって処理する説（柚木＝高

　木・前掲書268頁），などが主張されている。

68）我妻・前掲注3）271頁，林良平「抵当権の効力」

　『新版・民法演習（2）物権』（昭和54年）186頁，

　鈴木・前掲注50）198頁など。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アの
消滅することになっているのは明らかである。

この際，経済的・場所的結合関係の消滅は，抵

当権の従物に対する効力の公示の消滅も意味し

ていることに注意すべきだろう。

（4）まとめ

　以上で見てきたように，民法典の持つ主物・

従物制度は，ある程度物の経済的結合関係を法

の世界に取り込み，物の集合の一体的処理を可

能にしているが，主物・従物のそれぞれが独立

した権利客体であることを前提にし，さらに，

主物上の権利の効力が従物にも及ぶことについ

ての公示は主物に関する登記などで足りるもの

とされているから，主物・従物の一体的処理に

は限界がある。また，民法の主物・従物制度に

よっては，主従関係にない物の集合の一体的処

理を達成できない。

　もちろん，主物・従物の一体的処理を徹底す

ることのみが社会経済的要請であるというので

はなく，むしろ，抵当不動産の所有者が自己の

経済活動のために従物自体の独立した処分を必

要とする局面もある。たとえば，債務者が抵当

権を設定した不動産で営業をしているとき，営

業活動のために従物を処分する必要も出てくる

だろう。というのは，営業用の設備はある程度

営業活動の過程で新陳代謝せざるをえず，設備

の取り替えのために従前の設備を処分しなけれ

69）　Harro　Plander，Die　Erstreckung　der　Hy－

　pothekenhaftung　auf　bewegliche　Sachen
　und　deren　Enthaftung　nach　g　g　l121f．，1ee　ll，

　136，932f．，936　BGB，JuS　1975，345ff；　Franz

　Scherifbl，　Staudingers　Kommentar　zum
　BGB，12．Aufl．，1981，g1121　Rdn．1；　Dieter

　Eickmann，　MUnchener　Kommentar　zum
　BGB，Bd．4，2．Aufl．，　g　1121　Rdn．2－7．

　　これらの規定の制定過程，立法趣旨の詳細につ

　いては，占部洋之「ドイツ法における抵当不動産

　従物の処分（一）」民商111巻3号（平成6年）

　427頁以下を参照されたい。

70）　Vgl．　Westermann　Sachenrecht，　Bd．　ll　，6．

　Aufl．，§114皿．1．；Manfred　Wolf，Sachenrecht，

　11．Aufl．，1993，　g　32N．4．

ばならないからである。そして，このためには

むしろ，従物に関する抵当権の公示を徹底して

従物を不動産に固定させるより，公示は単なる

抵当権設定登記というものに留め，従物を設定

者が比較的自由に処分できるようにするほうが

よい。

　このように，物の集合が一つの独立した経済

的価値を有するとき，それを法律上一体的に扱

う要請が存在するが，同時に，集合の構成要素

を独自に処分する経済的要請もありうる。そし

て，二つの要請は互いに相反するものであり，

同時に二つの要請を法的にも完全に達成するこ

とはできないのである。その意味で，民法の主

物・従物制度は二つの要請の各々に一定の譲歩

を要求したものといえるだろう。

2、各種の特別法

　物の集合の一体的処理に関わる特別法の代表

例としては，我国には工場抵当法と企業担保法

がある。ここでは，これらの制度において，物

の集合の一体的処理の要請と個々の物の独立の

要請の調和がどのように図られているのか，ま

た，そのことが特に集合上の権利の公示方法に

どのような影響を与えているのか，を検討して

いきたい。

　なお，工場抵当法においては，狭義の工場抵

当と工場財団抵当という二つの異なった制度が

規定されている。したがって，以下ではまず狭

義の工場抵当を検討し，次に工場財団抵当，最

後に企業担保法を検討していくことにする。

（1）狭義の工場抵当

①序
　工場抵当法1条は，「営業ノ為物品ノ製造若

ハ加工又ハ印刷直濡撮影ノ目的二使用スル場所」

を工場として位置付ける。そして，同2条は，

工場に属する土地，建物に抵当権を設定したと

きには，抵当権の効力は目的不動産の附加物，

工場に設置された機械，器具，その他の供用物

件に及ぶ旨を規定する。工場においては，様々
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な機械等が機能的に結合することによって，一

つの独立した生産施設が生成しているわけだが，

この制度によって，その一体的換価が可能にな

るわけである。

　既に見たように，不動産に抵当権が設定され

たときには，その抵当権の効力は不動産の従物

にも及ぶと解するのが今日の支配的見解である。

それでは，民法上の抵当権と工場抵当権の問に

は具体的にどのような効力の違いがあるのだろ

うか。結論からいうと，私は，次に述べる三条

目録の制度によってこの違いが生み出されるも

のと考えるのである。

　②三条目録の意義

　工場抵当法3条は，抵当権の効力が及ぶ工場

供用物件の目録を提出することを当事者に義務

付けているが，この目録の意義については見解

が分かれている。すなわち，目録が提出されれ

ばそれは登記の一部とみなされる以上（同法3

条2項，35条），目録の提出は抵当権の効力が

供用物件に及ぶことの対抗要件であり，これを

欠くと抵当権の効力が供用物件に及ぶことを第

三者に主張することができなくなる，とする学
　

説と，目録の提出は対抗要件ではないと解する
　ア　ラ

学説がある。後者は，その根拠として，目録の

提出を対抗要件と見ると，民法典において，主

物上の抵当権の効力が従物にも及ぶことについ

ては何ら特別の公示方法なしに第三者に対して

主張できるとされていることを，工場抵当法が
　　　　　　　　　　　　　　　　アヨラ
制限してしまう，という指摘をする。このよう

な状況において，最近この問題について目録の

提出を対抗要件と解する最高裁の判例が現われ

71）香川保一『特殊担保』（昭和38年）　168頁，川

　井・前掲書275頁，道垣内・前掲書216頁，近江・

　前掲書242頁。

72）柚木「工場抵当と機械器具目録の順位」金法

　400号（昭和40年）33頁，清水誠『判例コンメン

　タール皿・担保物権法』（昭和43年頃230頁，我

　妻・前掲注3）571頁，秦光昭「工場抵当法三条目

　録・狭義の工場抵当」『金融担保法講座H』（昭和

　61年）185頁。

73）秦・前掲書185頁。

た（導爆平成6年7月14日，民集48巻5号1126
アの

頁）。この判決はその理由の中で次のように述

べている。

　「土地又は建物に対する抵当権設定の登記による

対抗力は，その設定当時右土地又は建物の従物であっ

た物についても生ずるから（最高裁昭和四三年（オ）

第一二五〇号同四四年三月二八日第二小法廷判決・

至仁二三巻三号六九九頁参照），工場抵当権について

も，供用物件のうち抵当権設定当時工場に属する土

地又は建物の従物であったものについては三条目録

の記載を要しないとする考え方もあり得ないではな

い。しかしながら，供用物件のうち右土地又は建物

の従物に当たるものについて三条目録の記載を要し

ないとすれば，抵当権設定の当事者ないし第三者は，

特定の供用物件が従物に当たるかどうかという実際

上困難な判断を強いられ，また，抵当権の実行手続

において，執行裁判所もまた同様の判断を余儀なく

されることとなる。したがって，法が供用物件につ

いて三条目録を提出すべきものとしている趣旨は，

供用物件が従物に当たるかどうかを問わず，一律に

これを三条目録に記載すべきものとし，そのことに

より，右のような困難な判断を回避し，工場抵当権

の実行手続を簡明なものとすることにもあるという

べきである。」

　しかし，この見解には疑問が残る。判決のよ

うに，供用物件の中には土地・建物の従物に相

当する物件が含まれうるとしつつ，一般的に目

録の提出を抵当権の効力が供用物件に及ぶこと

の対抗要件と見てしまうと，不動産の従物に抵

当権の効力が及ぶことの対抗要件としても目録

が必要となり，それは，民法典の主物・従物制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アの
度における取扱に矛盾してしまうことなる。そ

こで，判決もこのことを考慮して，従物に該当

するかどうかを判断することの困難さを，目録

74）事案は，目録の提出をしていない第一順位の抵

　当権者と，提出をしていた第二順位の抵当権者と

　の問で，供用物件に関する優先弁済権が争われた

　ものであった。原審（福岡高下平成3年8月8日，

　金法1312号26頁）は，目録の提出を対抗要件とは

　しない見解をとったが，本判決はこれを破棄した。
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を対抗要件とする理由として挙げているのだが，

以下に指摘する点から，このことだけによって

判決を正当化することはできない。

　すなわち，従物に該当するかどうかの判断は，

工場抵当権においてだけでなく，一般の抵当権

でも問題となるのだから，この判断が困難であ

るということを理由として，目録の提出を対抗

要件とするならば，一般の抵当権の効力が従物

に及ぶことの対抗要件としても，抵当権設定登

記以外の特別の公示方法を要求しなければなら

なくなるはずである。しかし，現実には，この

ような公示方法なしに抵当権の効力が従物に及

ぶことの対抗力は認められている。したがって，

やはり判例の見解には一貫性がないといわざる

をえない。

　既に触れたように，主物上の権利の効力が従

物にも及ぶことの公示は，従物の主物に対する

場所的・経済的従属関係によってある程度確保

されている。すなわち，場所的・経済的従属関

係によって，これらは取引観念に照らして一体

として評価され，そのことが公示の問題もある

程度解消してくれる。ただ，取引観念自体が不

明確な場合も多いから，取引観念に依存する公

示も不明瞭さを伴うのは否めない。しかし，支

配的見解は，そもそも民法上いかなる存在が独

立した一つの物とされるのかという点も究極的

には社会通念ないし取引観念によって決定され

75）原審の福岡高高も，目録の提出を対抗要件とし

　ない理由として，この点を挙げているが，その他

　の理由として，後順位抵当権者は目録の提出がな

　くとも不測の損害を受けることはないという点，

　三条目録の記載の変更が設定者の単独申請とされ

　ているのはこれを対抗要件とすることと抵触する

　という点，を挙げる。

　　なお，鈴木正和「工場抵当法三条目録を対抗要

　件としない判例と担保実務への影響」金法1317号

　（平成4年）8頁以下，湯浅道男「工場抵当法三

　条所定の目録と対抗力」金法1331号（平成4年）

　36頁以下などは，この原審判決に賛意を示したが，

　雨宮平鍋「工場抵当法三条目録と第三者対抗要件」

　NBL499号（平成4年）8頁以下はこれに反対
　していた。

　　　　　　　
る，としている。したがって，一つの所有権の

対象が取引観念によって決定されている以上，

主物・従物の関係が取引観念によって決定され

るとすることも当然である。そして，不動産上

の抵当権の効力がいかなる物に及ぶかどうかと

いう点も，基本的には取引観念によって示され

ていると解すべきである。また，取引観念の不

明瞭性の問題も，いかなる物が従物に該当する

かについての判例が集積し，従物に該当する物

の具体化がなされればある程度解決されるだろ

うし，またそのようにして解決されるべきであ
　

る。確かに，ある工場供用物件が不動産の従物

に該当するかどうかに関わりなく，目録の提出

がなされれば，抵当権の効力の範囲はより明瞭

なものとなるだろう。しかし，工場用不動産の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
従物は取り替えられることも多いだろうから，

目録なしには対抗力がないことになれば，取り

替えがなされる度に目録の記載を変更しなけれ

ばならない（工場抵当法3条2項，38条）。こ

れは著しく煩雑な手続といわざるをえない。

　それでは，工場抵当法が目録の提出を要求す

る趣旨は何なのか。端的にいえば，目録の提出

は，民法上の抵当権を超える効力を持つための

要件というべきである。かように目録の提出に

よって具備される特別の効力は二つあると思わ

れる。

　まず，工場抵当権の直接の客体は工場に属す

る建物または土地であるが，工場供用物件の中

には建物や土地の従物とは評価できない物が存

在しうる。既に林教授は，「工場抵当法二条に

76）石田文次郎『民法大要（民法総則）』（昭和12年）

　52頁，末川博『物権法』（昭和31年）10頁，舟橋・

　前掲書12頁，川島武宜『民法総則』（昭和40年）

　145頁，甲斐・前掲書138頁，幾代・前掲書158

　頁，田中・前掲書603頁。

77）　Holch，Mifnchener　Kommentar　zum　BGB，

　Bd．1，3．Aufl．，§97　Rdn．30－32aによると，従物

　の具体例に関するドイツの判例は豊富にあるよう

　だが，これらを個別に検討することはここでは控

　えたい。

78）鈴木正和・前掲注75）10頁参照。
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いう供用物件は，まさに工場の用に供せられた

物であり，民法三七〇条の附加物は，土地・建

物の用途とは関係にない『物』としての性格か

らみられた『附加』物とみる方が素直であろう」

と述べ，供用物件には民法370条の附加物とし

ての従物，および従物でない供用物が含まれる
　　　　　　　　　　　　　ことになる，と指摘している。ここで注意した

いのは，工場抵当権の直接の客体はあくまで土

地・建物であって，「工場」自体ではないとい

う点である。これに対し，供用物件は「工場ノ

用二供スル物」であり，建物・土地の用に供す

る物ではない。また，「工場」は建物・土地を

包含した上位概念として位置付けられている

（工場抵当法2条参照）。したがって，供用物件

の中には，「工場」に従属するとしても，建物・

土地自体には従属しない物もあるといえる。工

場抵当法1条の「工場」の定義は，営業のため

に生産をする「場所」という言葉を用いて，工

場が土地・建物自体を超えた存在であることを

示唆している。営業を行なうための施設は，複

数の動産，不動産の有機的結合によって形成さ

れ，その中には土地・建物に従属しない動産も

ありうる。したがって，工場抵当法における

「工場」もそれらの動産もすべて包含するもの
　　　　　　　　　　　　　　として理解できるのではないか。ところが，民

法の従物制度によっては，そのような物には抵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
当権の効力が及ぶとすることはできない。そこ

79）林「工場抵当法上の抵当権と分離動産の返還請

　求の許否」民商88巻1号（昭和58年）118～119

　頁。

80）香川・前掲書12頁は，工場抵当法1条における

　「場所」という概念は工場に使用される一切の物

　を包括する，という。このことは，「工場」が単

　なる土地・建物を超えた存在であることを示して

　いる。

81）供用物件の中に従物以外の物が含まれるのか否

　かという点は，従来活発には議論されてこなかっ

　たようであるが，この点については一応，従物以

　外の物が含まれるのを認める見解（香川・前掲書

　32頁，高木・前掲書280回目と，これを認めない

　見解（秦・前掲書181～184頁）がある。私は，

　本文で述べた理由で前者を支持する。

で，工場抵当法は，そのような物にも抵当権の

効力が及ぶとしていると見ることができる。た

だその際，そのような物は土地・建物に対して

従属関係にない以上，これに抵当権の効力が及

ぶことについては，単なる建物・土地の抵当権

設定の登記では公示がなされているとはいえな

い。それゆえ，これらの物について抵当権の効

力を認める条件として特別の公示方法の具備が

要求される。この特別の公示方法に該当するの
　　　　　　　　　ゆが目録の提出といえる。

　ところで，ドイツにはこの問題に関して参考

になる議論が存在する。ドイツでは，不動産上

の抵当権の効力が不動産の従物にも及ぶという

とき，学説はこの場合の従物を不動産従物

（GrundstUckszubeh6r）と呼ぶが，それとは別

に企業従物（Unternehmenszubeh6r）という
　　　　　　　　　　　概念を用いることもある。この企業従物におい

ては，従物が従属する対象は企業であり，単な

る不動産ではない。この考え方は，主物という

特定の物への従属関係を介する集合の一体的処

理を超えて，企業を構成する財産を企業の従物

として，企業を構成する財産の広範な一体古事
　　　　　　　　　　ゆ理を企図するものである。しかし，支配的見解

は，主物になりうるのは動産，不動産，および

これに準ずる権利だけであり，企業は主物とな

りえず，したがって企業従物という概念は民法

82）この場合の目録の提出を抵当権の効力が発生す

　るための要件と見るか，抵当権の効力を第三者に

　対抗するための要件と見るかは議論の余地がある

　が，この点については，工場抵当法2条が抵当権

　の効力が供用物件に及ぶと明言している点を重視

　して，対抗要件と考えるべきだろう。

83）　Vgl．　Hans　Oppikofer，Das　Unternehmens－

　recht　in　geschichtlicher，vergleichender　und

　rechtspolitischer　Betrachtung，1927，S．l18ff；

　Wolfgang　Siebert，　Zubeh6r　des　Unterneh－

　mens　und　Zubeh6r　des　Grundstttcks，　Fest－

　schrift　fUr　Gieseke，1958，S．59ff，66ff．

　　Oppikoferの論文については，我妻・前掲注

　34）190～216頁参照。

84）VgLOppikofer，a，a．0．，S．113．また，我妻・前

　掲注54）29頁参照。



集合物の理論と特別法　（古積　健三郎） 一　137一

　　　　　　　　　　　　　
上認められないとしている。ただ，この企業従

物という概念は，我国の工：場抵当法における工

場供用物件と共通する側面を有するとはいえな

いだろうか。つまり，工場供用物件はあくまで

「工場」の用に供されるものであり，単なる土

地・建物の用に供されるものではないというこ

とであれば，多くの財産を包含する企業自体に
　　　　　　　　　　　　　　　　従属する「企業従物」に接近する。我国におい

ても物権の客体に関して有体物主義がとられて

いるから，主物は原則として有体物であり，財

産の集合である企業自体を主物とすることはで

きない。したがって，特別法がない限り企業従

物のようなものは認められないが，工場抵当法

はそれに準ずるものを認めた制度といえよう。

その際，特別の公示方法を導入する必要があり，

それに応じたものが三条目録の制度である。

　なお，我国の最近の説の中に，供用物件には

不動産の従物に相当する物はなく，抵当権の効

力が供用物件に及ぶための対抗要件としては常
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
に目録の提出が必要である，とする見解がある。

確かに，供用物件は「工場」の用に供する物で

あるという定義によれば，供用物件は不動産の

従物ではない，ともいえそうである。しかし，

主物の経済的効用は，主物の形態・使用目的に

よって様々でありえ，それに応じて従物となる
　　　　　　　　　　　　　　　　
物も様々でありうるのではないか。たとえば，

85）　Vgl．　Dilcher，Staudingers　Kommentar

　zum　BGB，12．Aufl．，　g　97　Rdn．11；　Mifhl，Soer－

　gel　BGB，Bd．1，12．Aufl．，g97　Rdn．17；　Wieling，

　Sachenrecht，　g　2　N．7．a；　Holch，a．a．O．，　g　97

　Rdn．12．

86）もちろん，企業は有形無形の財産をすべて包含

　する広い概念であるのに対し，工場抵当法におけ

　る工場はこのような財産をすべて包含するもので

　はない。

87）荒木新五「民法判例レビュー48　担保」判タ

　871号（平成7年）45～46頁。この見解の根本に

　は，抵当権の効力の拡張に対する否定評価が存在

　し，荒木氏は，従物に該当する物の範囲も制限す

　べきであると主張する。

88）大判大正8年3月15日（附録25輯473頁）は，

　営業用諸器具も建物の利用目的によっては建物の

　従物になりうる，としている。

営業用の不動産の従物と住居用の不動産の従物

は異なるだろう。したがって，供用物件の設置

された不動産が「工場」に属することにより，

供用物件がその不動産自体の従物と評価される
　　　　　　　　　　　
可能性も否定できない。

　次に，工場抵当法5条は，抵当権の効力が及

ぶ附加物・供用物件が第三取得者に引渡された

として．も，抵当権の効力は依然としてこの物件

に及び，ただ第三者において善意取得が成立す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　go）
ればその効力が遮断される，としている。この

取扱いは，民法の主物・従物制度における抵当

89）ドイツ民法98条は，永続的に営業に供された建

　物にある営業用の機械・器具は，主物の経済正目

　的に供されたものとする，としているために，ド

　イッでは，多くの場合，工場内の機械・器具は不

　動産の従物と評価されるだろう。このことは，従

　物に該当する物が主物の使用目的によって左右さ

　れていることを示している。それゆえ，前述の不

　動産従物と企業従物を実際上区分することは困難

　であるといわれ（Siebert，a．a．O．，S．68），しば

　しば，不動産従物を拡張することによって間接的

　に企業従物を認めることにもなる，という指摘が

　なされる（Mdh1，a．a．0．，§97　Rdn。16f；Holch，

　a．a．O．，g97　Rdn．12．）．

　　ただ，ドイツの判例は，営業が不動産の上でな

　されているという事実から，直ちに，当該不動産

　が主物となり，その他の企業のための設備が従物

　となるのではなく，従物は主物に対して従属関係

　になければならないから，不動産が主物と判定さ

　れるためには，企業の経済的重心が不動産に存し

　なければならない，としている（Vgl．BGH．14．

　12．1973，BGHZ　62，49，51；　BGH．2．11．1gg2，BGHZ

　85，234，237．）o

　　ドイツ民法第98条　柱心掲グル物ハ，之ヲ主物

　ノ経済的目的二供スベキモノトセラレタルモノト

　スQ

　　一，永続的二営業二供セラレタル建物，特二粉

　挽回，鍛冶場，醸造場，製造工場二於ル，営業用

　ノ機械及其ノ他ノ器具。

　　二，農地二於テハ，農業用ノ器具及家畜，同種

　又ハ類似ノ産出物ノ収穫予定期迄農業ヲ継続スル

　ニ必要ナル限度二於ル農業上ノ産出物，拉二農地

　二施シタル現存ノ肥料。

90）ただし，抵当権者の同意を得て附加物，供用物

　件を分離したときは，抵当権はそれらの物につい

　て消滅する（同6条）。
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権の従物への効力に関する取扱いと異なってい

るといえよう。民法上，抵当権の効力が及んで

いる従物が不動産上から搬出された場合には，

もはや，従物上に権利を取得した第三者に抵当

権の効力を主張することができなくなる，とい
　　　　　　　　　うことは既に述べた。しかし，工場抵当法5条

によれば，たとえ供用物件が不動産から搬出さ

れても，抵当権の供用物件への追及効は存続す
　　　　　　　　　　る，ということになる。そこで，この点にも目

録の提出の意義があると解することができる。

それはこうである。民法上，抵当権の効力が従

物に及ぶ場合，主物たる不動産の抵当権の登記

が，従物の主物に対する場所的・経済的従属関

係を媒介として，従物に関する公示も補充して

いるにすぎない。したがって，そこでの公示は，

その基礎たる従物の主物に対する従属関係の崩

壊とともに消滅するものにすぎず，それにより，

抵当権の従物に対する追及力は不安定なものと

なり，結局，主物・従物の一体的処理も後退す

る。そこで，工場抵当法は，抵当権の効力が及

ぶ供用物件の目録の提出を義務付け，供用物件

に関する個別的公示を導入して，抵当権の追及
　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
効を認めた，とはいえないだろうか。

　これに対しては，目録の提出がなされている

ときでも，動産が工場から搬出されてしまうと，

当該動産が目録に記載されている物件と同一物

なのかを照合することが難しいという点で，目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
録による公示にも限界があるとの指摘も存する。

91）これが抵当権の効力の消滅なのか，第三者への

　対抗力の喪失なのかについては，注65）参照。

92）最判昭和57年3月12日（民集36巻3号349頁）

　は，工場供用物件が抵当権者の同意を得ないで工

　場から搬出されたときには，第三者がこれを善意

　取得しない限り，抵当権者は当該物件を元の場所

　に戻すよう請求できる，としているが，同判決は，

　その前提として，供用物件が不動産から搬出され

　た場合でも抵当権の追及効があることを明示して

　いる。

93）目録の提出にこのような意義を認める従来の見

　解としては，清水・前掲書230～231頁，我妻・

　前掲注3）269，571頁を挙げることができる。

この指摘は正当であるが，だからこそ，工場抵

当法5条2項は，第三取得者の善意取得の可能

性を容認しているのではないだろうか。すなわ

ち，一応公示が具備されていると見て追及効を

認めつつ，公示の不完全さを善意取得の制度に

よって補っている，と考えることはできないだ

ろうか。

　③　まとめ

　以上から，狭義の工場抵当の制度は次のよう

に理解できる。まず，三条目録の提出がなされ

ていないときには，工場不動産上の抵当権の効

力は一般の抵当権の効力とほとんど変わらない。

これに対して目録の提出がなされた場合には，

民法上の従物に該当しない物件にも抵当権の効

力が及ぶことを，目録への記載のある限り第三

者に主張でき，さらに，抵当権の効力が及んだ

物件は，抵当不動産から搬出されても第三者の

善意取得が成立しない限り，抵当権の拘束から

離脱しない。すなわち，工場抵当制度は，目録

の提出という目的物の確定・公示方法を導入す

ることによって，主物・従物の制度よりも一体

的処理のなされる物の範囲を拡張し，かつ一体

的処理の強化を図っている。このように解すれ

ば，当事者が目録の提出をするかどうかを選択

することによって，抵当権の目的たる動産を設

定者が比較的自由に処分できるという抵当権と，

個々の動産の処分が相当の制約を受けるという

抵当権のどちらかを自由に選べることにもなる

だろう。

　かように，工場抵当においては，目録の提出

を介して民法の主物・従物の制度よりも一体的

処理が充実するが，物の集合の一体的処理とい

う点では，この制度にも不完全な部分が存在す

る。すなわち，主物・従物制度の場合と同様に，

工場供用物件は不動産から独立した権利客体で

94）高木「判例評釈」判例評論294号（昭和58年）

　175頁。高木教授は「工場抵当権が追求力の範囲

　を広く認めているのは，公示力によるものよりも

　むしろ工場用土地・建物と供用物との経済的一体

　性を確保するためである」としている。
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あるために，第三者の所有物が供用物件の中に

組み入れられても，これには抵当権の効力が及

ぶことはないし，また，抵当権の効力の及ぶ供

用物件が第三者の担保権の目的物である場合も

ある。このような場合には，抵当権による不動

産と供用物件の一体的換価が困難となる可能性
　　　がある。これは，工場を構成する物の集合の一

体的処理の後退にほかならない。しかも，工場

抵当においては，一つの不動産に一つの抵当権

が成立するという方式がとられているため，複

数の不動産によって工場が構成されているとき

には，これらを一体的に扱うことが難しい。し

たがって，より徹底した集合の一体的処理を追

求するならば，さらなる特別措置を講じる必要

が生じるのである。そして，これに相応する制

度として工場財団抵当制度を位置付けることが

できる。

（2）工場財団抵当

　工場財団抵当制度は，工場を構成する不動産

や機械類等の一体的処理を最：も徹底した制度と

して位置付けられうる。というのは，民法の主

物・従物制度や狭義の工場抵当が，工場を組成

する不動産，機械等をそれぞれ独立した権利客

体として位置付け，民法の有体物主義に依然と

して従う制度であるのに対し，この制度は，工

場を組成する不動産，動産，その他の権利をま

とめて一つの不動産として扱い，工場を構成す

る個々の物件の独立した処分を基本的に禁止し

ているからである。

　ただ，このような取扱いは，民法の有体物主

義を修正するものであるから，工場財団の成立

を認めるためには，当然に特別な措置が必要と

なる。

　第一に，財団を構成する個々の動産，不動産

等の確定が必要である。この際それらの中に

第三者の権利の目的である物が含まれる可能性

95）工場抵当権と動産売買先取特権との優劣の問題

　については，拙稿・前掲注55）227～232頁参照。

もあり，その者の利益を配慮しなければならな

い。そのため，法は，他人の権利の目的になっ

ている物を財団に組み込むことを禁止し（工場

抵当法13条1項），第三者の権利の目的たる動

産が財団に組み込まれそうになったときにも，

一定期面内にその者が権利主張をすることを認

めている（同24条）。しかし，このような権利

主張がなされないときには，第三者の動産も財

団の構成部分となり，当該動産の上の第三者の

権利は消滅することになる（同25条）。

　第二に，財団を構成する物件を確定したら，

それらの総体が単一の不動産になることについ

て特別の公示を施す必要がある。すなわち，財

団の設定は，民法上個々の有体物が一つの権利

客体として扱われていることを停止し，財産の

集合自体に一つの所有権，抵当権の成立を認め

るのであるから，このような修正がなされるこ

とを公に示す必要がある。それゆえ，法は，工

場財団の設定の登記を要求するが（同9条），

その登記に際しては，財団を組成する物件の目

録の提出が必要であり（同22条），この目録は

登記簿の一部になる（同35条）。

　かくして一つの不動産として財団が設定され

れば，これを構成する個々の物件の独立した処

分は基本的に禁止され（同13条2項），これに

よって，個々の物件が機能的に結合して一つの

生産施設となっている工場を法的にも一体的に

処理することができるのである。ただし，この

ことが企業の経営活動の要請に最も合致した取

扱いになるというわけではない。企業を経営す

るときには，その営業活動に伴って営業施設も

新陳代謝せざるをえない。すなわち，営業を続

けるためには，工場を組成する個々の物件を独

立して処分する必要性も否定できないのである。

しかし，工場が財団として一つの不動産になる

ということはこのことの妨げにもなりうる。す

なわち，個々の物件を処分するためには，その

つど抵当権者の同意を要し（同15条），さらに，

財団を組成する物件が変動したときには組成物

件目録の変更の登記をしなければならない（同
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38条以下）。このように財団の組成物件の変更

のための手続は煩雑であり，それは企業の自由
　　　　　　　　　　　　　　　な経営の阻害要因になりかねない。したがって，

工場財団抵当制度は，独自の価値を有する生産

施設を法的にも崩さない制度としては貴重な存

在であるが，企業の柔軟な経営活動にとっては

不適格な側面をも有する。ここに，物の集合の

一体的処理の要請と，個々の物の独立の要請と

の矛盾という問題が現われている。

　また，工場財団抵当において財団の組成物件

となりうるのは，工場に属する不動産のほか，

ある限られた動産と特別な権利だけであるが

（同11条），企業の構成要素には，これらの物件

以外の財産も含まれうる。したがって，企業の

より多くの構成要素を一体的に取扱うためには，

　　　　　　　　　　　　　　　
工場財団抵当制度には限界がある。

（3）企業担保法

　前述のように，工場財団抵当は，物の集合の

一体的処理を徹底した制度であるが，この制度

では，企業の自由な営業活動が阻害される危険

性もある。また，工場財団抵当によって一体的

に扱われる財産の範囲は限られていて，企業自

体の価値を十分に把握することが難しい。企業

担保法は，この二つの問題に答えた制度として
　　　　　　　　理解できるだろう。

　企業担保法は，株式会社の有する総財産を一

つの担保権の客体として認めているので，一体

として扱われる物の範囲が非常に広くなってい

る。しかし他方で，同法は担保権の客体となる

個々の財産の独立性，ないしはその独立した処

分を許容している。それゆえ，この制度におい

ては，物の集合を一つの権利客体としながら，

同時に企業の生きた経営活動が確保されること

になる。

96）愼『担保物権法』　292頁，道垣内・前掲書217

　頁，近江・前掲書245頁，高木・前掲書285頁，

　鈴木・前掲注50）263頁。

97）香川・前掲書202頁，道垣内・前掲書217頁，

　鈴木・前掲注50）265頁。

　けれども，企業を構成する個々の財産の独立

性，その独立した処分を認めることは，企業の

総財産の一体的処理に譲歩を迫ることになる。

企業担保法6，7条によれば，総財産の上に担

保権が設定されたとしても，この担保権は個々

の財産の上に存在する第三者の権利に劣後する

ことになっている。したがって，企業の総財産

を一つの担保権の客体として肯定するといって

も，その一体的処理は大幅に後退しているので

ある。企業担保法1条1項は，企業担保権を物

権としているが，企業担保権は通常の物権に比

較して明らかに弱く，一般債権者に対する優先

的効力しか有しない（同2条1項）。

　もちろん，個々の財産に対しての効力が弱い

分だけ，企業の総財産の上に一つの担保権が存

在することによって取引の安全が害される危険

も減少するから，企業担保では対象となる財産

の具体的な特定と厳格な公示はなされなくとも

よいことになる。はたして，企業担保法4条は，

企業担保権の公示としては株式会社登記簿に企

業担保権が設定された旨の登記をすることだけ

を要求しているにすぎない。逆にいえば，企業

担保においては担保の対象となるのは会社の総

財産であるため，これらを個別に特定・公示す

ることは技術的に困難であるから，厳格な公示

方法をとることを放棄して担保の効力を弱くせ
　　　　　　　　　　　　　　　お　ざるをえなくなっているともいえる。それゆえ，

企業担保制度は，その設定につき工場財団抵当

のような煩雑な手続が不要である点では優れて

98）香川・前掲書764頁，愼・前掲注96）298頁，打

　田駿一「担保付社債信託・企業担保権の現状と問

　題点」『金融担保法講座H』　269～271頁，道垣

　内・前掲書218頁，高木・前掲書285頁，鈴木・

　前掲注50）265頁。

　　なお，企業担保法が制定された沿革的な理由に

　ついては議論の余地があるが，この問題には立ち

　入らない。この点に関しては，執行秀幸「企業担

　保権の内容・三八　一制定過程からみた現行企業

　担保権の意義一」『担保法大系第4巻』（昭和60年）

　2頁以下が詳細な検討を加えている。

99）槌・前掲注96）298頁，田中・前掲書600頁参照。
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いるといえようが，担保権の個々の財産に対す

る効力が極めて薄弱なものであるだけに，この

制度によって企業の一体的処理がどれだけ可能

になるのかが疑問になる。

IV　結語

　各種の制度を比較すると，その中で最も物の

集合の一体的処理を貫いているのが工場財団抵

当制度であり，逆に最も個々の物の独立性を保

持する制度が企業担保である。これらに対して，

狭義の工場抵当，主物・従物の制度は両者の中

間に属するものと見ることができる。そこで見

たように，一体的処理を実効性のあるものにし

ようとすると，そのために要する手続が煩雑に

なり（たとえば，集合を構成する個々の財産に

ついての厳格な公示など），企業の自由な経営

が阻害される危険が生じる。逆に，企業の自由

な経営を確保するために個々の財産の自由な処

分を認めると，当然のことながら一体的処理の

実効性は後退せざるをえない。物の集合の一体

的処理と，その構成要素になっている個々の物

の独立は，それぞれが完全な形で同時に実現さ

れることはないのであり，結局，各制度に固有

の政策判断によって両者の調整点が決められて

いると見るしかない。

　しかるに，前述のように，我国において従来

主張されてきた集合物論は，物の集合自体を単

一の物権の客体とすれば，そのことによって集

合の構成要素の変動も矛盾なく基礎付けること

ができるかのような説明をしてきた。しかし，

集合を一単一の客体とする思想は，本来，集合の

一体的処理に応じるものであり，これは個々の

財産の独立した取扱いとは相反するものなので

ある。集合を単一の客体としながら，個々の物

の独立した処分を認めようとすると，企業担保

権のように，集合の上の権利を個々の財産の上

の権利に劣後させなければならず，集合上の権

利は通常の物権よりも非常に弱くなる。逆に，

集合上の権利を物権として実効性のあるものに

するならば，個’々の財産の独立性を否定しなけ

ればならず，その前提として特別な公示方法を

具備させる必要もあるのである。これらの問題

を解決してこそ，集合物上の権利を論じること
　　　　　　　エ　
ができるのである。

　かように，集合物の問題を論じるときには，

どの程度物の集合の一体的処理を貫き，他方で

個々の物の独立性を維持するのか，という点が

現実には重要になってくる。これは，一体的処

理の対象となる集合の特質を考慮したうえで，

どれだけ自由な集合の構成要素の新陳代謝の余

地を認めるべきなのか，という問題である。あ

まりに新陳代謝の自由を認めれば，集合体が簡

単．に破壊されてしまう危険性があり，他方で，

これを一律に制限して集合体を固定化しようと

すると，集合体の自由な利用，活きた企業経営

が阻害され，それは結局，集合体の利用価値も

減少させてしまうだろう。したがって，この問

題においては，どの程度個々の構成分子の独立

性を保持するのが経済的に効率的であるのか，

という一種の政策的判断が重要になってくる。

そして，このような判断は，集合の一体的処理

に対する時代の社会的要請の程度によっても規

定されるのだろう。

100）最近，集合物担保に関する論文，池田雅則「集

　合財産担保に関する基礎的考察　一日畦引制度の

　横断等比較一（一）～（三）」（未完）北大法学論

　集45巻4号579頁，5号785頁，46巻1号77頁
　（平成6～7年）が出た。この論文は集合物を構

　成する個々の財産の付加・分離の局面を重点的に

　検討しているが，この付加・分離という局面は本

　稿でいう個々の財産の独立性の問題に関わってく

　る。


